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１．背景と目的 

 

現代社会において，自動車の利用を原因として引

き起こされている様々な問題を改善するためには，

少なくとも過度な自動車の利用は，ある程度抑制す

ることが必要であろう．しかし，自動車の利用を抑

制するためには，人々の協力的な行動が必要とされ

ている．それ故，人々の協力行動を導くための，適

切な方法の実務的な開発が望まれており，本研究で

は，こうした状況における有効な方略である心理的

方略１）に着目した． 

心理的方略は，人々に適切に心理的な働きかけを

することにより協力行動を促すことを目的とした方

法であり，様々な既往研究により，十分な効果を上

げることが示されている．TFP2)（Travel Feedback 

Program）も，その心理的方略を応用したプログラ

ムのひとつであり，複数回の双方向のコミュニケー

ションにより交通行動を自主的に変化させる，とい

うことを目的としたものである． 

その際に用いるコミュニケーションの手法として

は，「いつどのように自動車利用を控え，公共交通

を利用するか」という計画を立てることにより行動

変容を促す行動プラン法3)，「自身の行動に基づい

た情報」がフィードバックされることにより，自身

の行動を見直す機会を与える等の効果を持つフィー

ドバック法3)などがある．また，公共交通を体験乗

車できるような無料チケット等を配布し，公共交通

を経験してもらうことで，その後の行動変容のハー

ドルを下げる経験誘発法１）も有効とされている． 

本研究では，TFPをより広範に社会に広めるため

に，「被験者のおかれている状況に応じて分類し，

それぞれに適切なコミュニケーションを行う」とい

うIM法4)（Individualized Marketing）の考え方を援用

し，プログラムの効率化を図ることとした．すなわ

ち，本研究の目的は，TFPにおける事前調査による

効果的な分類方法と，その各セグメントに適したコ

ミュニケーション方法を把握することである． 

 

２．仮説 

 

本研究では，事前調査において「自動車の利用を

少し抑え，公共交通も“かしこく”利用する生活を

しようと，少しでも考えているか否か」（以下，行

動変容意図の有無と呼称），「現状で公共交通を利

用しているか否か」（以下，PT利用の有無と呼称）

を把握し，それに基づいて以下の3つのセグメント

に分類することとした． 
・行動変容意図のない人々 

→ 行動変容意図無しセグメント(NI_S) 

・行動変容意図があり公共交通を利用している人々 

→ 行動変容意図有りPT利用有りセグメント(PT_S) 

・行動変容意図があるが公共交通を利用していない人々 

→ 行動変容意図有りPT利用無しセグメント(NPT_S) 

そして，各セグメントに対するコミュニケーショ

ンの効果について，次の仮説を設けた． 

まず，行動変容の意図が無い人々に対しては，行

動変容を求めるコミュニケーションによって心理的

なリアクタンスが生ずる可能性が考えられ，コミュ

ニケーションによる行動変容効果がそれによって相

殺される可能性が考えられる．故に，「NI_Sに対し

てはTFPの効果は少ないか，あるいは，逆効果をも

たらす」（仮説１）． 

また，行動変容を検討する際には，自身の経験の

ある行動に対しては，その経験から行動変容後の行

動の感覚をつかみやすいが，未経験の場合には実際

よりも大きなハードルを感じるかもしれない．この

ことから，行動変容意図が有る場合でも，公共交通
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を利用しているかどうかでTFPの効果は異なるであ

ろう．すなわち「PT_SとNPT_SではTFPの効果は異

なり，PT_Sの方がその効果は大きい」（仮説２）． 

そして，その経験不足を補うためには，実際に経

験することが効果的であろう．そのためには，公共

交通の無料チケット等で経験を促すことによりその

点を補うことは可能であると考えられる．故に，

「NPT_Sに対しても，無料チケット等の簡単なイン

センティブを用いれば，大きなコミュニケーション

効果が得られる」（仮説３）． 

これらの仮説の検証を目的として，兵庫県川西

市・猪名川町に広がるニュータウンの住民を対象に

フィールド実験を行った． 

 

３．実験概要 

 

まず，２．において分類した各セグメントの被験

者を下記の３群に無作為に割り付けた． 
・ 制御群 （何も行わない） 
・ 非フィードバック群 （フィードバックを行わずに， 
  行動プラン策定を依頼する） 
・ フィードバック群 （フィードバックを行い， 
  行動プラン策定を依頼する） 

ここで非フィードバック群とフィードバック群を

設けたのは，TFPを行う際にフィードバックを行う

か否かによる効果の差について検討するためである．

既往研究により人々に行動変容を促す手段としてフ

ィードバックを行うことは有効であるということが

実証されているが，そのためには，1）事前に交通

行動調査を行い，2）それに応じた情報を加工し，

3）その上でフィードバックする，という作業が発

生するため，フィードバックを行わなければTFPの

実施コストの削減が期待できることとなる．そこで，

フィードバックを伴う TFPを行う「フィードバック

群」と，フィードバックを行わないがそれ以外はフ

ィードバック群と同じTFPを実施する「非フィード

バック群」を設けた． 

まず，Phase１(2003年６月上旬～７月中旬)において，

自動車利用抑制に対する心理要因（表１参照）と３

日間の交通手段別のトリップ数を尋ねるアンケート

調査を行った． 

その後，Phase２(2003年８月下旬～９月上旬)では，

被験者の分類に従ってコミュニケーションを図った．

そこで提供した情報は，①自動車利用に伴う「CO2

排出量」や公共交通利用に伴う「カロリー消費量」

等の各種事実の情報をまとめた冊子と，②周辺地域

の公共交通に関する情報である．また，フィードバ

ック群に対しては，Phase１で把握した行動記録を

もとに算出した情報をフィードバックした．そして，

これらの情報をもとに，行動プランを策定すること

を要請した．なお，NPT_Sの被験者の半数に対して

は公共交通の無料チケットを配布した．これは，

NPT_Sの人々に対するTFPにおけるチケット配布の

追加的効果を検証するためである． 

その２週間後に，Phase３(2003年９月中旬～10月中

旬)としてPhase１と同様のアンケート調査を行った． 

そして，Phase４(2003年11月下旬)でフィードバック

群のみを対象にWave１・Wave２調査の報告に基づ

いて各人の交通記録，CO2排出量，カロリー消費量

とその変化をまとめ，それに対するコメントを記載

したカルテを作成，配布した．なお，このコメント

に関しては，自動車利用抑制の実績や行動プラン策

定時に各人の立てた目標を考慮し，リアクタンスの

生じないよう配慮しつつ一人ずつ個別に作成した． 

 最後に，Phase５(2003年12月)で，Phase１と同様の

３度目のアンケート調査を行った． 

 各調査での質問紙の回収結果を表２にまとめる．

表１：アンケート調査における心理要因調査項目 

■自動車利用抑制の知覚行動制御「クルマ利用を控えるためには，大変な努力が

必要だと思いますか？」「『クルマ利用を控える事』は，難しい事だと思います

か？」について「全然，思わない－全く，そう思う」を両端とする５段階尺度 

■自動車利用抑制の重要性認知「『クルマでの移動』は，社会にとって，よくな

いと思いますか？」「『クルマでの移動』はよくない行為だ，と思いますか？」

「『公共交通での移動』は，環境への悪影響が少ないと思いますか？」「『クルマで

の移動』は，環境に悪い影響を及ぼすと思いますか？」の質問について，「全然，思

わない－全く，そう思う」を両端とする５段階尺度． 

■各種交通機関利用の態度「クルマ」「公共交通」のそれぞれについて，「『～

での移動』が好きですか？」については「全然，思わない－全く，そう思う」を両端

とする5 段階尺度，「『～での移動』は快適だと思いますか？」について「とても不

快－とても快適」を両端とする5 段階尺度． 

■自動車利用抑制の個人規範「家族等のあなたの身近な人達は，『クルマでの移

動』をよくない行為と考えていますか？」の質問について，「よい行為，と考えてい

る－よくない行為，と考えている」を両端とする５段階尺度，「家族等のあなたの身

近な人達は，あなたが『クルマ利用を控える事』は望ましいことだと考えています

か？」の質問について，「全然，考えていない－全く，そう考えている」を両端とす

る５段階尺度．なお，前者は記述的個人規範，後者は命令的個人規範である． 

■自動車利用抑制の行動意図「『できるだけ，クルマ利用を控えよう』という気

持ちはありますか？」の質問について，「全然，ない－とても強い気持ちがある」を

両端とする５段階尺度，「『できるだけ，クルマ利用を控えよう』と思いますか？」

の質問について，「全然，思わない－全く，そう思う」を両端とする５段階尺度． 

■自動車利用抑制の実行意図「あなたは，クルマ利用を控えるためには，どうし

たらいいか考えることは多いですか？」の質問について，「全く，考えない－非常に

よく，考える」を両端とする５段階尺度，「あなたは，『できるだけ，クルマ利用を

控えるための工夫』をしていますか？」の質問について，「全然，していない－とて

もよく，している」を両端とする５段階尺度，「『できるだけ，クルマ利用を控えよ

う』と努力していますか？」の質問について，「全然，努力していない－とても，努

力している」を両端とする５段階尺度． 

■自動車利用抑制行動の自己報告値「あなたは，どのくらい，クルマ利用を控え

ていますか？」の質問について，「全然，控えていない－頻繁に，控えている」を両

端とする５段階尺度，「あなたは，実際にクルマ利用を控えていますか？」の質問に

ついて「いいえ，控えていません－はい，控えています」を両端とする５段階尺度．




 

 

なお，Phase１より前に行った事前調査では，対象

地域の全世帯の15％:2010世帯へ協力を依頼し687世

帯から返信（1532人分，うち931人が協力意向を示

した）を頂いた．回収率は34.2％である．また，今

回の実験の詳細は土井勉他の論文5)を参照頂きたい． 

 

４．実験結果 

 

 表３, ４, ５に各セグメント別に，Wave２ならび

に３における表１に示した各心理指標と行動指標を

従属変数とした重回帰分析の結果を示す．ここでは

独立変数として，当該従属変数のWave１における

値，ならびに，制御群とTFPを行った2つの群との差

異を意味する対比変数CTFPと，フィードバックがあ

るTFP群と無いTFP群との間の差異を意味する対比

変数Cfeedbackを用いた．なお，表３, ４, ５には，CTFP

とCfeedbackの係数とそのt検定におけるp値のみを掲載

している．ここに例えば，ある変数 y のWave Nが

従属変数の場合にCTFPが有意に正であれば，

Wave１からNにかけての変数 y の“変化”

がTFPを行った2つの群の方が制御群よりも

有意に大きいということを意味する．同様

にCfeedbackが有意に正であるなら，Wave１か

らNにかけてのフィードバック群の変化が，

非フィードバック群のそれよりも有意に大

きいことを意味する．それ故，これらの対

比変数の係数を検定することを通じて，

TFPそのものを行う事の効果，ならびに，

TFPにおいてフィードバックを行うことの

“追加的”な効果を検定することができる．

なお，無料チケットを一部の人々に配布し

たNPT_Sの回帰分析においては，以上の2

つの対比変数に加えて，チケット配布の有無を意味

する対比変数も独立変数の一つとして用いた． 

（１）NI_S 

表３より，Wave２,３のそれぞれにおいて，CTFP

に有意差が見られる行動指標は無く，事前調査の段

階で行動変容意図の無い NI_S の人々に対しては

TFP を行うことで有意な行動変容は確認できなかっ

た．さらに，Cfeedback に着目すると，フィーバックを

行うことで Wave２，３において実行意図が有意に

減少する効果も示された．これらは，NI_S の人々

に対しては TFP の効果が少ない，あるいは逆効果が

得られるという仮説 1 を支持している．ただし，

Wave３において CTFP が自動車利用抑制の重要性認

知と公共交通態度において有意に正であることから，

これら両変数が TFP の実施によって長期的に上昇し

た様子が伺え，かつ，CTFP，Cfeedbackの Wave３の自動

車利用と公共交通利用に対する係数は有意に届いて

いないものの，前者が負，後者が正と TFP によって

表３：NI_Sについての回帰分析における実験条件変数の係数 


 従属変数＝Wave２ 従属変数＝Wave３  
 CTFP Cfeedback CTFP Cfeedback  

 β (p) β (p) β (p) β (p) 

知覚行動制御 -0.057 (.289)  0.057 (.288)  -0.112 (.215)  0.030 (.416)  
重要性認知 -0.048 (.362)  0.124 (.176)  0.220 (.052)  0.133 (.153)  
自動車態度 0.056 (.325)  0.239 (.027)  -0.084 (.254)  0.087 (.245)  
公共交通態度 0.040 (.373)  0.068 (.287)  0.181 (.077)  -0.075 (.276) 
記述的個人規範 -0.136 (.132)  0.001 (.497)  0.004 (.489)  -0.152 (.121) 
命令的個人規範 0.045 (.359)  0.090 (.237)  0.049 (.362)  -0.016 (.455) 
行動意図 -0.022 (.426)  -0.084 (.242)  0.067 (.280)  -0.122 (.143) 
実行意図 0.036 (.373)  -0.154 (.087)  0.099 (.218)  -0.171 (.094) 
自己報告（行動） 0.134 (.145)  -0.105 (.205)  0.173 (.121)  -0.033 (.411) 

利用時間:総自動車 -0.037 (.389)  -0.049 (.358)  -0.055 (.307)  -0.070 (.260) 
トリップ数:総自動車 -0.136 (.122)  -0.001 (.495)  -0.081 (.221)  -0.081 (.223) 
利用時間:総公共交通 0.102 (.164)  -0.186 (.039)  0.061 (.312)  0.067 (.297)  
トリップ数:総公共交通 0.084 (.217)  -0.195 (.035)  0.048 (.351)  0.052 (.339) 
利用時間:徒歩･自転車 0.128 (.158)  0.064 (.307)  -0.102 (.234)  -0.007 (.479) 


注：有意（p<.050）または有意傾向（p<.100）が見られる箇所を太字にした 

表２：各Wave調査での調査票回収数 
 
グループ     \  Wave １  ２ ３ 
 
NI_S－制御群 23 21 17 
NI_S－非ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ群 29 19 19 
NI_S－ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ群 30 17 13 
            
PT_S－制御群 80 54 47 
PT_S－非ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ群 137 114 100 
PT_S－ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ群 147 116 98 
            
NPT_S－制御群 20 11 10 
NPT_S－非ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ群 20 17 15 
NPT_S－ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ群 20 15 15 
NPT_S－非ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ群（ﾁｹｯﾄ有り）23 17 16 
NPT_S－ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ群（ﾁｹｯﾄ有り） 20 16 12 
 
合計 549 417 362 
 

表４：PT_Sについての回帰分析における実験条件変数の係数 


 従属変数＝Wave２ 従属変数＝Wave３  
 CTFP Cfeedback CTFP Cfeedback  

 β (p) β (p) β (p) β (p) 

知覚行動制御 -0.072 (.081)  -0.055 (.141)  -0.071 (.106)  -0.101 (.040) 
重要性認知 -0.027 (.283)  0.017 (.359)  0.044 (.182)  -0.015 (.378) 
自動車態度 0.016 (.358)  -0.016 (.360)  -0.045 (.181)  -0.034 (.247) 
公共交通態度 -0.085 (.038)  0.028 (.281)  -0.035 (.246)  -0.037 (.240) 
記述的個人規範 0.058 (.148)  -0.028 (.308)  0.077 (.102)  0.046 (.222)  
命令的個人規範 0.127 (.005)  -0.038 (.219)  0.115 (.016)  -0.049 (.180) 
行動意図 0.076 (.063)  -0.056 (.130)  0.141 (.005)  0.047 (.193)  
実行意図 0.067 (.092)  -0.010 (.420)  0.171 (.001)  0.053 (.156)  
自己報告（行動） 0.134 (.003)  -0.025 (.298)  0.176 p<.001 0.005 (.458)  

利用時間:総自動車 -0.134 (.008)  -0.011 (.424)  -0.130 (.011)  -0.051 (.184) 
トリップ数:総自動車 -0.136 (.003)  -0.012 (.402)  -0.070 (.103)  -0.070 (.103) 
利用時間:総公共交通 0.018 (.359)  -0.013 (.399)  0.043 (.241)  -0.036 (.282) 
トリップ数:総公共交通 0.027 (.287)  -0.017 (.359)  0.037 (.275)  -0.040 (.260) 
利用時間:徒歩･自転車 0.060 (.138)  0.059 (.143)  0.060 (.151)  0.022 (.354)  


注：有意（p<.050）または有意傾向（p<.100）が見られる箇所を太字にした 



 

 

自動車利用を削減し公共交通を促進する効果があっ

た可能性を示すものであることから，NI_S の人達

に対しても，一定の効果があったものと考えられる． 

（２）PT_S 

事前調査の段階で行動変容意図が有り，公共交通

も利用している PT_S の人々の場合は，Wave２,３

共に多くの心理指標と行動指標の双方において TFP

による効果が有意であり，心理的にも行動的にも

TFP 効果が存在することが示された（表４参照）．

また，Cfeedback についてははっきりとした効果は示さ

れていないことから，PT_S に対しては簡易な TFP

でも十分に効果があるものと考えられる． 

（３）NPT_S 

事前調査の段階で行動変容意図は有るが公共交通

を利用していない NPT_S の人々に対しては，いく

つか指標においての TFP による効果が有意差を示し，

TFP を行うだけでも一定の効果が確認された（表５

参照）．ただし，Wave３の CTFP に着目するなら，

有意となった係数の数は，PT_S の方が NPT_S より

も多く，このことは，少なくとも簡便な TFP につい

ては仮説２を支持するものと考えられる．ただし，

フィードバックを行うことによる実際の行動変化が

見られることから，NPT_S に対しては，きめ細かな

TFP を行うことで，PT_S に対する TFP 効果との差

異を埋め合わせることができるものと考えれる． 

さらに，チケット配布による効果については，仮

説３の予想通り Wave２の時点では明確に現れてい

た．しかし，Wave３の時点では有意差は見られず，

仮説３は，少なくとも長期的には統計的に支持され

ない結果となった． 

 

５．まとめ 

 

 以上の結果は，本研究

の仮説を基本的に支持す

るものであった．すなわ

ち，行動意図の有無と公

共交通利用の有無によっ

て分類した対象者毎に

TFP効果は異なることが

確認された．ただし仮説

３で予想したチケットの長期的効果は明確ではない

ことと，仮説２で予想したNPT_SとPT_Sの差異はフ

ィードバックを行うことで埋め合わせられることも

新たに示された． 

 これらの結果は，対象者を分類しそれ毎に異なる

TFPを施すことが得策であることを示している．例

えば，今回のケースでは全体の66％にあたるPT_Sに

対しては「フィードバックを伴わない簡便なTFP」

によってTFP実施3ヶ月後において約30%の自動車利

用が削減し，全体の19％にあたるNPT_Sに対しては

「フィードバックとチケット配布を伴うTFP」によ

り，また全体の15％にあたるNI_Sに対しては「フィ

ードバックを伴うTFP」によりそれぞれ約15％の自

動車利用が削減した5)．これらの数値に基づくなら，

大半のPT_Sの人達に簡便なTFPを実施して実施コス

トを抑えつつ，それ以外の人達には適切にフィード

バックやチケット配布等を行うことで，全体で約

25％の自動車利用削減が見込めることとなる． 

今後は，こうした実験研究を重ねる一方で，そこ

で得られた知見を踏まえつつ，様々な実務事例を重

ねていくことが必要であると考えられる． 
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表５：NPT_Sについての回帰分析における実験条件変数の係数 


 従属変数＝Wave２ 従属変数＝Wave３ 
 CTFP Cfeedback Cticket CTFP Cfeedback  Cticket 

 β (p) β (p) β (p)  β (p)  β (p)  β (p) 

知覚行動制御 -0.119 (.111) -0.045 (.323) -0.093 (.169)  -0.071 (.247)  0.113 (.142)  -0.079 (.223) 
重要性認知 0.175 (.020)  0.275 (.001)  -0.004 (.479)  0.055 (.279)  0.190 (.024)  -0.078 (.202) 
自動車態度 0.104 (.120)  0.035 (.344)  -0.042 (.316)  -0.073 (.217)  -0.083 (.189)  -0.126 (.091) 
公共交通態度 0.025 (.392)  -0.095 (.149)  -0.066 (.233)  -0.032 (.394)  -0.119 (.162)  -0.033 (.391) 
記述的個人規範 0.080 (.210)  0.056 (.289)  -0.119 (.118)  0.084 (.214)  -0.042 (.349)  0.036 (.368) 
命令的個人規範 -0.032 (.368)  0.007 (.473)  -0.030 (.378)  0.020 (.433)  -0.022 (.425)  0.096 (.204) 
行動意図 0.190 (.020)  0.127 (.083)  0.056 (.268)  0.065 (.276)  0.048 (.331)  -0.011 (.459) 
実行意図 0.002 (.493)  0.019 (.421)  0.059 (.265)  -0.219 (.024)  0.043 (.344)  -0.020 (.425) 
自己報告（行動） 0.129 (.059)  -0.034 (.339)  0.183 (.014)  -0.011 (.459)  0.096 (.174)  -0.112 (.135) 

利用時間:総自動車 -0.067 (.209) -0.036 (.331) -0.213 (.006)  -0.057 (.267)  -0.153 (.048)  0.085 (.179) 
トリップ数:総自動車 -0.031 (.315) -0.032 (.305) -0.130 (.022)  0.057 (.209)  -0.117 (.050)  0.045 (.260) 
利用時間:総公共交通 0.105 (.187)  -0.271 (.010)  0.191 (.048)  0.160 (.099)  -0.177 (.074)  0.136 (.130) 
トリップ数:総公共交通 0.134 (.129)  -0.227 (.025)  0.188 (.051)  0.168 (.089)  -0.155 (.103)  0.129 (.144)
利用時間:徒歩･自転車 0.094 (.111)  -0.027 (.368)  0.058 (.226)  0.046 (.306)  -0.059 (.261)  -0.144 (.057) 


注：有意（p<.050）または有意傾向（p<.100）が見られる箇所を太字にした 


